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はじめに

2020年早々に始まる新型コロナ感染症（COVID-19）パンデミック（世界的流行）は，2018年

に始まり「第１段階の合意」として辛うじて妥結に至った米中貿易戦争の対立を，新たな次元

に引上げた。COVID-19は，当時のトランプ政権による「米国第１」の一方的な制裁を貿易から

安全保障の領域にまで一気にエスカレートさせ，中国の習近平政権の「戦狼」外交を常態化さ

せた。米国の「トランプ・ディール」と中国の「戦狼」外交との対抗である。

この対立の構図は，2021年１月に米国に誕生したバイデン政権が前政権の「米国第１」主義

から国際協調主義に政策を転換させることによって，西側先進国と中国との対立の構図へと質

的転換をもたらした。対立は先端技術領域での覇権争いの色彩を強め，過去半世紀以上にわたっ
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て作られてきた国際分業の構造に再編をもたらしている。

この分断の構造は極めて複雑かつ流動的であり，先を見通すには今しばらく時間が必要であ

るが，本稿では敢えて現時点での米中間の対立の構図と近未来について考察を加える。

構成は以下の通りである。まず，第１節で，新型コロナ感染症の発生とパンデミックを概観

し，その特徴をみる。次いで第２節において．コロナ発生後のトランプ米政権と習近平政権の

対立を確認した後，第３節で，新たに誕生したバイデン政権の対中政策を追う。第４節では，

新たに生まれた「一帯一路」（BRI）と「インド太平洋」の地政学的対抗関係の出現とその政治

経済的意味について検討する。

１．新型コロナ感染症の発生と世界的流行

2019年12月，中国武漢市で原因不明の感染症が集団発生した。武漢市がその実態を追い始め

たのが同月29日，新型コロナウイルスが上海の研究室で初めて検出されたのが翌2020年１月４

日である。同月23日には世界保健機関（WHO）が新型コロナ感染症緊急委員会を開催し，最初

の声明が出された。WHOは30日に緊急事態宣言を発し，２月11日にはその感染症を COVID-19

と命名し，３月11日には COVID-19のパンデミックを宣言した。COVID-19は発症からわずか数

カ月で世界中に拡散したことになる。

大規模な感染爆発はまずヨーロッパと米国を襲い，続いてインド，ブラジルなどに広がった。

COVID-19は2021年になると感染先でさらに強力な感染力を持つ変異株を生み，世界の国境の壁

を潜り抜け，繰り返し人々を襲っている（図１）。ジョンズ・ホプキンス大学による公式集計で

は，世界の感染者数は2021年１月26日に１億人（犠牲者数約215万人）に達し，それから約半年

後の８月４日に２億人（犠牲者425万人）を突破した。2022年１月25日現在，感染者総数は３億

5500万人，死者総数は560万人を超えている。

COVID-19は，感染のスピードと広がりにおいて過去と時代を分かつ。実際，COVID-19はテ

ロリストが同時多発テロを仕掛けるように，過去半世紀の間に経済のグローバル化が創り上げ

たチャンネルを通って国境を跨ぎ，経済のネットワークの結節点を次々と襲っている。ワクチ

ン接種が始まり感染爆発は形を変えつつあるが，発展途上地域の人々はワクチン接種からとり

残されており，感染の収束は見通せない。

ところで，この感染を国別感染者累計でみると興味深い事実に気付く。2022年１月25日現在，

再びヨーロッパに感染の波が押寄せているが，感染累計者数でみると米国（7170万人），インド

（3980万人），ブラジル（2414万人），フランス（1692万人），イギリス（1606万人），トルコ（1104

万人），ロシア（1099万人）などで主要感染国の変化は少ない。つまり，主要な感染国は米国に

次いで BRICs，それにヨーロッパの主要国である。

感染での例外は，好対照の米中２国である。米国の感染者数が異常に多く，中国が例外的に

少ない。中国は人の移動を強権的に止め，感染を抑え込み，逆に米国はトランプ政権による感
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染症認識と対策軽視が感染爆発を引き起こした。米国では医療制度の特殊性もおそらく関係し

ている。米国の感染対策は現在でも共通認識は得られていない。

ここで注目したいのは，主要な新興経済と先進経済で感染爆発が起ったことである。新興国

に焦点を当てると，それらの国は今世紀に入って経済のグローバル化で成長潜在力がとりわけ

注目されるようになった国々である。いわば経済のグローバル化の結節点でもあった。そこを

ウイルスが襲い，やがて都市から農村へさらに広がった。それは，過去数十年間に激的に加速

してきたグローバルな経済，国際分業の在り方に再編を強いていることを意味する。

２．トランプ政権と米中対立

（１）COVID-19と米中間の相互不信のスパイラル

2020年１月23日にWHOが COVID-19で最初の声明を出すと，米国は武漢市の米国人および

その家族の同市からの退去を命じ，それから１週間を経ずして中国からの米国政府の職員とそ

の家族の出国を許可した。31日には，中国渡航歴のある外国人及び中国からの渡航者の入国を

禁止し，２月２日には，過去２週間以内の湖北省滞在歴を持つ米国人に対する入国後２週間の

強制的隔離を発表した（U. S. Visa In-formation Service information, Feb. 3, 2020）。この米国の

対応に対して中国政府は，米国がパニックを引き起こし，「恐怖を広げている」（spreading fear）

として非難していた（BBC News, Feb. 3, 2020）。この時点ではWHOも，新型コロナ感染症を

極度に危険なものとの認識はなかったことになる。

他方，中国では，１月23日に武漢の都市封鎖（ロックダウン）と緊急病院の10日間の突貫建

設が始まり，27日の中国の春節明けには中国の主要都市の春節休暇と企業休暇の２月２日まで

の延長，および海外渡航の禁止措置がとられた。ただし，20日には春節の人々の大移動は既に

図１．COVID-19の主要国別新規感染者発生推移（７日移動平均）2020. 4～2022. 1.25
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　注：2022年１月25日現在での１日当り感染者数上位10カ国により作成されている。
　出所：Johns Hopkins University Corona Virus Research Center アクセス2022. 1. 25
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始まっており，多数の人々が武漢から国内各地と海外に移動していた。後知恵となるが，中国

政府の措置はわずかな時間的遅れがあった。しかし一度，強力な移動の制限措置が国内で採ら

れると感染は２月末に収束に向い，経済の再開が始まった。４月８日には武漢のロックダウン

が解除された。

米国やヨーロッパ諸国，アジア諸国での感染は対照的であった。１月末には米国をはじめ，

ロシア，イタリア，イギリスなど22カ国に感染は広がっていた（New York Times, Jan. 31, 2020）。

日本では１月16日に最初の感染者が報告され，２月３日には香港に立寄ったクルーズ船ダイヤ

モンドプリンセス号が横浜港に着岸し，COVID-19パニックが始まった。10日までに乗船者439

名に対する検査で135名の感染が確認された（日本厚生省発表 2020. 2. 10）。３月９日，イタリ

ア全土でヨーロッパ初のロックダウンが始まり，IMFが2020年４月に発表した2020年の経済成

長の見通しは，中国の1.2％に対して米▲5.9％，ユーロ圏▲7.5％，先進経済平均▲6.1％となっ

た。それが６月の経済見通しではさらに悪化し，中国の1.0％に対して米国▲8.0％，ユーロ圏▲

10.2％，先進経済平均▲8.0％へ下方修正された。

2020年は米国の大統領選の年である。それが同年１月に米中貿易戦争の「第１段階の合意」

が署名に至った理由である。主な合意は，中国が米製品の輸入額を２年で2000億ド増加させる

ことのほか，金融サービス市場の開放，知的財産権の保護，強制的な技術移転の強要の禁止な

ど７項目の約束であった。合意文書は同年１月15日に署名され，追加関税分の一部が２月14日

に引下げられた。そこに COVID-19が襲ったのである。米国の大統領選は感染爆発の中での闘

いとなり，米中間の相互不信を高める出来事が続いた。

まず，中国政府の COVID-19での初期対応の失敗がある。自らも感染し２月６日に亡くなっ

た眼科医の李文亮医師が，武漢市公安局から「社会の秩序を乱す」として沈黙を強いられた事

実を病床から告発していた（BBC News, Feb. 6, 2020; ditto, Feb. 7, 2020）。李医師は COVID-19

の危険性にいち早く気付き医師仲間のチャットグループにその事実を伝えたが，そのことを公

安局が問題にしたのである。米国を始め西側世界では，この事実を中国政府の隠蔽体質を示す

ものとして，とりわけ衝撃的に受け止めた。

トランプ大統領（当時）は中国を批判し，また当初WHOのテドロス事務局長が中国の感染

症対策に好意的な発言をすると，彼はWHOを「中国のあやつり人形」と呼び，７月にはWHO

からの脱退を強行した。３月には，トランプ大統領は COVID-19を「中国ウイルス」と公言し，

ポンペオ米国務長官も「武漢ウイルス」と呼んだ。国務長官は，同月開催された G７外相会議

で，中国政府の COVID-19対応の不透明性を非難する共同声明の作成を主張した。G７外相会

議は共同声明の作成を見送った（CNN, March 25, 2020）。

２月初めには，WSJの記事に端を発する米中対立も始まった。同記事は，感染症が発生した

中国の経済発展に疑問を投げかけるものであったが，中国政府はそのタイトルの中の “Real sick 

man of Asia” を人種差別的だと謝罪を求め，拒否されると同社記者３名を国外退去処分とした。

この措置を契機に，米国務省は在米の新華社など５社を「外国の宣伝機関」に認定し，３月初
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めには，中国国営メディア４社の在米中国人スタッフの４割削減を命じた。中国政府も対抗し

て，WSJ，ワシントンポスト，ニューヨークタイムズ３社に記者証の返還を求めた（WSJ, Feb. 

3, 2020; Bloomberg News, Feb. 19, March 3, March 18, 2020）。

３月16日には，習近平国家主席は COVID-19危機下にあるイタリアのコンテ首相に電話をし

て，「健康シルクロード」を呼びかけ，世界各国への「マスク外交」を始める。中国の報道機関

は，欧米の感染症対策を手ぬるく，逆に中国がコロナの封じ込めに貢献している，との報道を

流した。中国の「戦狼外交官」と後に呼ばれることになる趙立堅報道官は自身のツイッターに，

米国が武漢にウイルスを持ち込んだと書き込んだ（日経，2020. 3. 17, 3. 18）。

他方，同じ３月，米フロリダ州で個人や企業がコロナ危機の被害や経済的損失の賠償を求め

て中国政府を相手どって訴えを起した。同じ動きはテキサス州，ネバダ州に，さらにイギリス，

イタリア，ドイツ，ナイジェリア，エジプト，インドなどでも起こった。日本のネットニュー

スは，香港経済日報の報道として，対中要求総額が100兆ドルに達し，同時にそうした動きが中

国の人々に1900年の義和団事件での欧米列強による賠償金請求を想い起こさせ反発を呼んでい

ると伝えた（日経，2020. 4. 1; Yahoo Japanニュース2020. 6. 2）。

４月にオーストラリアが，WHOの COVID-19対応を含めてウイルス源に関わって「独立した

検証」を求めると，当初，中国政府は調査を拒否したが（BBC News, April 24, 2020），５月の

WHO総会は「公平，独立，包括的」調査を決議する。習近平は調査の受入れを表明するもの

の，総会当日，オーストラリア産の輸入大麦に反ダンピング関税をかけた。その後，牛肉，ワ

イン，石炭などの輸入品に次々と高関税が課せられた。それは，独立調査を要求したオースト

ラリアへの報復と見なされている。

この頃になると，中国の攻撃的な外交姿勢は「戦狼外交」と呼ばれるようになる。「戦狼」は

2017年に中国で大ヒットした，中国の愛国者が米国主導の敵と戦うアクション映画の題名であ

る。その「戦狼」が愛国的な人々により COVID-19での厳しい対中批判に反発する中国外交官

を讃える呼称となった。さらに中国政府の外交姿勢ともなる（WSJ日本語版2020. 5. 20; CNN, 

2020. 6. 6）。ただし，その表現は，外部世界の人々からすれば中国の強硬な外交を示す呼称とな

る。その意味は中国の内と外でまったく逆の意味を持つ。いずれにせよ，「戦狼外交」は鄧小平

の外交政策とされる 「韜
とう

光
こう

養
よう

晦
かい

」路線からの習近平政権の脱却を意味する呼称となる。

７月１日，中国は西側諸国が「一国二制度」の国際公約の破棄とみなす香港国家安全維持法

を香港に施行した。米国は，ポンペオ米国務長官が中国の新疆ウイグル自治区の少数民族への

人権侵害を理由に制裁を発表し，３日には同国務長官が，南シナ海における中国の主張（九段

線）を故アキノ・フィリピン大統領の提訴に対する国際仲裁裁判所の判決を根拠に「完全に違

法」との声明を出した。その翌日にはトランプ大統領が，香港の自治を犯した個人，団体，金

融機関に米国政府が制裁を課すことのできる香港自治法に署名した。

７月23日には，さらにポンペオ国務長官による，2018年10月のペンス副大統領の演説に続く

激しい対中批判が行われた。国務長官は1972年のニクソン大統領（当時）の訪中に始まる対中
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「関与」政策が完全に誤りであったとして，「民主主義の新たな同盟」を呼びかけた（Pompeo 

2020）。同日，トランプ政権は，米国の知的財産を盗取しているとしてヒューストン中国総領事

館の閉鎖を命じ，中国は対抗して四川省成都の米総領事館封鎖を命じた（BBC News, July 23, 

2020; ditto, July 24, 2020）。米国上院もこの日，2021年度の国防権限法（NDAA）案を可決した。

法案が通過すると，上院議長は，次のような声明を発した。

まさに今，われわれの安全保障に対する主要な挑戦がわれわれの価値に立ち向う権威主

義体制－すなわち中国とロシア―から来ており，本法令はわれわれとわれわれの民主主

義のための立法である（US Committee on Armed Services 2020）。

（２）トランプ政権のデカップリング政策と中国の対応

トランプ政権による2020年の対中制裁は，サイバー攻撃問題，先端技術・安全保障上のリス

ク，人権侵害，体制・イデオロギー対立などを理由として，米中間を結ぶグローバルなサプラ

イチェーンの切断と中国企業の排除，情報通信網の安全確保などに向った。

2020年の夏までには，米国政府は次世代通信５Gで先頭を行くファーウェイなどとの取引禁

止を米国企業だけでなく第３国企業にも広げ，南シナ海での軍事基地の建設に関わった中国建

設企業24社との取引も禁止した。米連邦職員年金基金の対中投資を断念させ，米国株式市場へ

の中国企業の上場も規制した。グーグルなどの計画する情報通信網・海底ケーブルの中国への

直接的連結も変更させた。中国の動画サイト TikTokの米国事業の売却，通信アプリのウィ

チャットの禁止も発表された。

他方，中国も米国との対抗を主眼に置いた通商法令を2020年８月以降，次々と成立させてい

く。８月には改訂「輸出禁止・輸出制限技術リスト」（商務部・科学技術部公告 2020 年第 38 

号），９月には「信頼できないエンティティ・リスト制度」（商務部令2020年第４号），12月には

中国輸出管理法が施行された。輸出管理法には，海外からの規制への「対抗」が明記されてい

る（日経，2020. 12. 17）。2021年１月に入ると，「外国の法律及び措置の不当な域外適用を阻止す

る規則」を施行した。それは米国の規制に同調した企業への中国企業による賠償請求権を認め

るものである（MOFCOM 2021; 日経，2021. 1. 10; CISTEC事務局 2021. 1. 12）。戦略的資源とさ

れるレアアースの統制の強化も発表された（日経，2021. 1. 16）。領土関連では，21年２月に中国

海警法が施行された。中国海警局の警備船は，命令に従わない外国船舶に武器を使うことがで

きるようになる。

トランプ政権の４年間に，中国は外交姿勢を眼に見えるまでに変えた。同政権による強圧的

な対中政策は，中国に苛立ちと優越感の入り混じった露骨な対外外交を引出したようにみえる。

その種の対応は，それまで中国政府になかったわけではない。しかし，それが顕著に見られる

ようになった。それは COVID-19に翻弄される米国やヨーロッパ先進諸国を尻目に，中国がそ

の抑え込みに成功することで，共産党建党100年の節目にあって習近平指導部に体制への自信を

与え，中華のナショナリズムを高揚させるている。
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３．バイデン政権と新たな対立構造

（１）バイデン政権の国際協調主義

2021年１月21日，前年11月の米大統領選を制したジョー・バイデンが，第46代大統領となっ

た。しかし，トランプは大統領選の敗北を認めず新政権の誕生を最後まで拒んだ。新年早々の

６日にはトランプ大統領の煽動もあって，支持者による連邦議会議事堂の占拠事件も引き起こ

された。社会が分断され，民主主義の危機の中でバイデン政権が誕生した。

バイデン政権の対中政策は，融和的になるとの見方が一部にあった。だが，新政権の基本方

針は，トランプ政権の強硬姿勢を引き継ぎながら，同盟国との国際協調路線の展開となった。

トランプの「第１段階の合意」は COVID-19もあって，達成されなかった。2020年の中国の対

米輸入額は999億ドル，約束額の58％に過ぎなかった（Brown 2021）。「第２段階」の交渉は，中

国の貿易制度や経済制度が議題になる。その交渉はいっそう難しくなる。しかも，トランプ政

権の４年間は，米国とアジアの関係を大きく変えている。

彼が４年前に誇らしげに離脱した TPP12は，米国を除く11カ国の環太平洋パートナーシップ

協定（CPTPP）となって2018年末に発効した。さらに中国が加わった「地域的包括的経済連携

（RCEP）協定が８年間の交渉を経て，2020年11月，インドを除く15カ国によって署名された。

加盟国は ASEAN10カ国と日中韓豪 NZである1）。それ以降，中国の一層の積極的外交が展開さ

れるようになる。RCEPの署名が終わると，直ぐに CPTPPへの加盟の意思を表明し，2021年９

月には公式に加盟申請を行った2）。COVID-19への対応でも，米国を尻目に，中国は BRI参加国

を主な供給先として，いち早く「ワクチン外交」に乗り出している。

バイデン政権は，民主主義と人権を軸に国際協調主義の下，西側先進国と連携して対中政策

を立て直すものとなった。２月に「米国は戻った」と述べた大統領就任後最初のスピーチは，

それを象徴的に示す。実際，彼は１月の大統領就任式に駐米台湾代表を出席させていた。これ

は米国が1979年の国交回復に当たって「ひとつの中国」政策を採用して以降の，初の決断であっ

た。それは彼のアジア外交の基本姿勢を象徴するものといえるかもしれない。

バイデン大統領は，４月末の米上下両院合同議会での議会演説で，中国を軍事的覇権と人権

問題を抱える国と規定して自らの基本政策を表明した。３月には，米日豪印４カ国の結束に向

けて Quadオンライン首脳会議を主催し，９月に実現した対面の Quad首脳会議では，「安全と

効果的ワクチンの生産増加とアクセス」，「インフラ建設の連携」などで合意した（US White 

House Fact Sheet, Sep. 24, 2021）。４月には菅義偉首相（当時）との首脳会談を行い，価値観の

共有と台湾海峡の平和と安定で合意する。

1)　2022年１月に発効した。
2)　同じ９月，台湾も加盟申請を行った。中国が「１つの中国」を根拠に台湾の国際機関への加盟に反対して
いる事実があり，中国が CPTPPに加盟すれば台湾の加盟の道が閉ざされるとの判断が台湾にあったことに
よる。なお，CPTPPにはイギリスが加盟を申請し，2021年６月に交渉が始まっている。
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2021年３月に行われた米中間の初の外交トップ会談では，激しい対立の中でブリンケン米国

務長官が直接，中国に人権と対外強硬外交の懸念を伝えた。同月，米国務省は人権侵害報告書

を発表し，国務長官が中国のウイグル弾圧を「ジェノサイド」と明言した。５月の G７外相会

議は，台湾海峡の平和と安定を明記し，翌６月の G７首脳会議は，コロナ禍の発展途上諸国へ

の10億回分のワクチン供給を約束し，同時に価値観の共有と中国の人権問題への強い懸念のほ

か，台湾問題，サイバー攻撃などを討議した。中・低所得国へのインフラ建設の支援でも合意

した。８月には，ハリス副大統領がシンガポールとベトナムを訪問し連携強化を訴え，バイデ

ン大統領は同月末のアフガニスタンからの米軍の撤退を断行した。撤退計画の稚拙さが批判さ

れているが，アフガン撤退は対中政策に焦点を合わす条件作りだったといえるだろう。

（２）ヨーロッパ・東欧諸国の対中姿勢の転換

バイデン政権になって起った大きな変化は，外交面で EUとの共同歩調がとられ，軍事面で

もアジア太平洋地域での連携が進んだことである。ポンペオ前国務長官が南シナ海における中

国の領有権を否定したのは既述の通りだが，2020年９月にはイギリス，フランス，ドイツが連

名で同様の見解を示す書簡を国連に送り（Economic Times, Sep. 20, 2020），同月開催の EU-中

国指導者ビデオ会議でも EUは「南シナ海で中国が一方的行動を控え，国際的平和と安全を促

進する必要性」を伝えている（European Council International Summit, Sep. 14, 2020）。ちなみ

に，日本は2021年１月に，南シナ海での中国の領有権の主張を否定する外交文書を国連に送っ

ている。

2021年３月，EU議会は新疆ウイグル自治区の少数民族人権侵害で中国の関係者への制裁を

課した。EU議会外交委員会は，同年９月１日「EU-台湾関係と協力」を審議し，賛成60，反対

4，棄権６の圧倒的多数で台湾との関係強化を採択した。EUの報告書は，「ひとつの中国」政

策の変更を否定しつつ，中国の台湾への軍事的圧力に深い懸念を表明し，「台湾の民主主義と，

EUの重要なパートナーとしてその島のステイタスを守る」という立場を選んでいる。ちなみ

に，同委員会は審議の４日前に台北の事務所名を「台北ヨーロッパ経済貿易事務所」から「台

湾 EU事務所」へ変更している （Focus Taiwan, Sep. 2, 2021; Bloomberg, Sep. 2, 2021）。同じ９

月，EU議会は「アジア太平洋戦略」を採択し，アジア太平洋地域での南シナ海，東シナ海の

領有権問題や台湾海峡における対立の激化に言及し，民主主義の原則と人権での脅威を指摘し

た。

軍事面に関わっては，2021年４月，米日豪印仏５カ国はベンガル湾での初の海上共同訓練を

実施し，８月にはドイツが軍艦をアジア太平洋に派遣し，フィリピン海では，米日豪仏韓 NZ

６カ国が合同演習を実施した。９月には米英豪３カ国の新たな安全保障枠組み（Aukus）が生

まれ，米英による豪州への原子力潜水艦の建造と配備が発表された。ドイツは，中国との関係

を配慮する中で派遣艦船の上海寄港を要請し，中国政府に拒否されている（DW, Sep. 15, 2021）。

10月には，沖縄海域で，米英日蘭加 NZ６カ国による共同軍事訓練が実施された（日経，2021. 
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10. 5）。11月にはドイツ軍艦が19年振りに日本に寄港し，海上自衛隊との共同訓練を行った（朝

日，2021. 11. 6）。

東欧諸国では2020年頃から対中認識で軌道修正が始まっていた。チェコの上院議長ミロス・

ヴィストルシルが2020年８月，中国の強い警告にもかかわらず約90人の議員，経営者，研究者

などを率いて台湾を訪問し，「先端技術製造と環境管理の合意」に署名した（Nikkei Asia, Aug. 

30, 2020; AP News, Aug. 31, 2020; VOA East Asia, Sep. 4, 2020）。2021年２月に開催された

EEC17+１オンライン会議は習近平国家主席が主催する初の会議であったが，リトアニア，ラ

トビア，エストニアのバルト３国のほか，ブルガリア，ルーマニア，スロベニアの計６カ国が

首脳の参加を見合わせた。首脳レベルの参加はポーランド，チェコ，セルビア，モンテネグロ，

ボスニア・ヘルツゴビナの５カ国だけであった（Turcsanyi 2021）。

これには，CEE参加国の多くが，BRIプロジェクトへの期待に中国が応えていないという強

い不満が表明されている。またウイグル少数民族や香港問題，WHOからの台湾の排除など中

国の政策への強い不信感があった。リトアニアは2021年５月には CEE17からの離脱を発表し，

７月には台湾に「台湾代表処」を設置した。同国は，COVID-19パンデミックに関わり台湾の

WHO総会への参加を求めていた。チェコもWHOへの台湾の参加を支持していた。同年６月

には米民主党と共和党の３名の上院議員が軍用機で台湾に入り蔡英文総統との会談を行い，コ

ロナ・ワクチン75万回分の提供を発表している（Bloomberg, June 7, 2021）。

10月にはフランス議員団による台湾訪問が実現している。フランスの上院議員は「台湾は

「国」と呼ばれるべきだと発言している（Reuters, Oct. 5, Oct. 8, 2021. 10. 5, 10. 8, 10. 11; France 

24, Oct. 6, 2021）。さらに11月には米上下両院の議員が再び，米軍機で台湾を訪問している（CNN, 

Nov. 11, 10; NHK Web, 2021. 11. 10）。

欧米でのこうした動きの背景には，トランプ政権下で中国があからさまに打ち出した「戦狼」

外交が関係しているようにみえる。EUは2021年３月の新疆ウイグルの人権侵害に対して新疆

ウイグル自治区の公安当局幹部４名と１団体に EUへの渡航禁止と資産凍結の制裁を行った。

中国は直ちに EU議会議員５名と各国国会議員５名の合計10人および EUの４機関に対する報

復措置で対抗した。中国は，欧米の人権外交を「内政干渉」としつつ，ヨーロッパの歴史的な

人権侵害を指摘して EUを「ダブルスタンダード」，「人権教師面するな」などと非難した。だ

が，EU議会が５月に採った対応は，前年末に大筋合意に至った EU中国投資協定（CAI）の批

准審議の凍結であった。投票結果は賛成599，反対30，棄権58であった（European Parliament 

News 2021）。

上述のチェコの上院議長の台湾訪問に対しては，王毅外相が「重い代償」を支払うことにな

ると批判していた（VOA East Asia, Sep. 4, 2020）。上院議長はその後「チェコは北京の反対には

屈しない」と述べている（Gupta 2020）。プラハ市は，2019年に「ひとつの中国」の原則を拒否

して北京市との姉妹都市関係を解消したが，2020年１月には台北市と姉妹都市協定を結んだ。

上海市と同市の友好関係は解消された（Reuters, Jan. 14, 2020; Turcsanyi 2021）。フランスの上
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院議員団の訪台計画が2021年２月に立てられると，駐仏中国大使は議員団の代表に抗議の書簡

を送った。それを批判したフランス人研究者に対し，中国大使館は「ごろつき」「学者のコート

をまとった狂犬」などと呼んだ出来事が起きた。フランス外務省は「中国大使館による，議員

や研究者を侮辱したり脅したりするような容認できないコメントが増大している」と中国大使

を呼んで抗議している（NHK Web, 2021. 3. 23; 朝日，2021. 3. 23）。

同年３月の米中外交トップ会談では，中国は米中２国を大国と規定した上で，米国の人種差

別を指弾し，中国には「中国式の民主主義」があると反論した。中国は，軍事面でもいっそう

の戦狼姿勢をとるようになった。同年９月から中国軍戦闘機の台湾 ADIZ（防空識別圏）への

侵入が急増した。国慶節の10月１日には38機，２日には39機，４日は56機と侵入が急増した。

10月の中国軍機の台湾への威嚇行為は延べ200機に達した（日経，2021. 10. 5, 11. 9）。

その軍事的な強硬姿勢にはもちろん言い分がある。中国共産党からすれば香港，台湾問題は

帝国主義時代の未解決の解放課題である。1972年の米中国交正常化での基本原則「ひとつの中

国」に立てば，台湾問題は国内問題となる。だが，正常化では台湾問題の「平和的解決」も約

束されていた。西側諸国による民主主義と人権外交を内政干渉として反発し否定する中国の姿

勢は，米中国交正常化以前の認識に戻るものといえるだろう。2021年は共産党建党100年であっ

た。中国共産党の統治の正統性を守るためにも，改めてその歴史を清算する決意を示さねばな

らないのかもしれない。それがいっそうの軍事的圧力の採用となる。しかし，その主張と政策

は，建国100年の2049年に向けて中国の政策を硬直化させている。

ところで，こうした対立の中で中国が採った戦狼外交は，欧米の民主主義諸国の人々だけで

なく，アジアの圧倒的多数の人々にも，中国政府とは全く逆の対中認識をもたらしたようにみ

える。ピュー・リサーチセンターが2021年に先進経済17カ国に行った中国に関する調査は，中

国を 「よく思わない」（unfavorable）とする回答が，前年に続いて歴史的な高水準に達した。シ

ンガポールとギリシャを除くすべての国で 「よく思わない」が「よい」を上回った。中央値（メ

ディアン）はそれぞれ69％と27％であり，大多数の人々が「よく思わない」を選んでいる（Pew 

Research Center 2021: 12, 21）。

2021年の同調査には，中国の COVID-19対策には高い評価が与えられている。それでも中国

が好かれないのは何故か。中国政府が，人々の「自由を尊重しない」との回答は地域を超えて

一般化している。中国が「自由を尊重する」との回答が例外的に高いシンガポールでさえ，そ

のシェアは35％に過ぎない。また，習近平国家主席の世界的課題への対応（handling of world 

affairs）では，「信頼する」が例外的に多いシンガポール（70％）を除き，総じて極めて低い。

調査の17カ国の「信頼できない」を選んだシェアの中央値は77％である。シンガポールに続い

て「信頼できる」が多いのはギリシャ（36％）とオランダ及び台湾（25％）である。習主席の

対外的なやり方（handling）は「ほとんどまたは全く」信頼されていない。調査報告書は，「調

査した17カ国のうちの１国を除くすべてで多数の人々が習主席の世界的課題のやり方に信頼を

ほとんどあるいはまったくおいていない」と要約している（Pew Research Center 2021: 21）。
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オーストラリアのロウィー研究所が2021年に行った調査では，オーストラリアを除く主要国

７カ国の信認度は，信頼できる国はイギリスと日本（87％），米国とインド（61％）で，中国の

そのシェアは16％に過ぎない。オーストラリア人の回答の47％が中国を「まったく信頼してい

ない」，37％が「あまり信頼していない」と回答している（Lowy 2021: 6）。ただし，同国の対

中認識は2018年から2020年の間に劇的に変化した。中国観で「経済力」か「安全保障上の一層

の脅威」かを問う回答は，2018年の調査では82％が「経済力」を選んでいた。それが2021年に

は34％に激減し，代わって「安全保障上の脅威」と捉える回答が12％から63％に激増した（Lowy 

2021: 6, 12）。オーストラリアは米国に次いで次世代通信のG５のインフラ整備で逸早くファー

ウェイを排除し，COVID-19の感染源問題でも中立的な調査を要求した。そうしたオーストラリ

アへの中国の苛立ちが，貿易での中国の報復的措置を生んだのだろう。しかしその対応は，オー

ストラリアの人々の対中観を劇的に悪化させたことは間違いない。

ところが，経済面での対中観ではアジアは欧米諸国と様子が異なる。米中どちらの国と経済

関係を強めたいかとの問への回答はシンがポールを除くすべてで，米国との関係強化が選ばれ

るが，自由を犠牲にしても中国との経済関係を重視するか否かの問では韓国とシンガポールで

経済重視が半分以上になり，台湾と日本でも同様に考える人の割合が増える。自由が選択され

る欧米とは明らかに傾向が異なる。シンガポールは，リークアンユーによる「賢人政治」の成

功体験がある。韓国も朴正熙政権下での経済発展の実績がある。そうした歴史が政治哲学に影

響を与えているかもしれない。

ASEAN諸国の中国への対応も複雑である。ASEAN研究センター他による ASEAN10カ国の

2021年の調査では，東南アジア地域で最も経済的影響力のある国として圧倒的に中国が選ばれ

ている（76.3％）。ただしその影響力では「心配」が72.3％，「歓迎」は27.7％のみである。また，

「最も影響力のある政治的戦略的パワー」として49.1%の回答者が中国を選んでいる。米国は

30.4％である。ところが，中国の政治的戦略的パワーについて88.6％が「心配」と答えている。

「歓迎」は11.4％に過ぎない（ASEAN Studies Center et al. 2021: 7-10）。

中国への信頼度では，2021年調査は「ほとんど信頼しない」（37.0％），「まったく信頼しない」

（26.0％），合わせて「信頼しない」が63.0％で，2019年の51.5％から大きく増えている。「信頼

する」は逆に19.6％から16.5％に減っている。信頼しない理由には，51.8％が「中国の経済と軍

事力が自国の利益と主権を脅かすために使われる」をあげ，24.0％が「中国は信頼できるパワー

とは思わない」であった。南シナ海問題では，回答の62％が「中国の軍事化と強硬な行動」を

選び，59.1％が「排他的経済水域とその他沿岸国の大陸棚への中国の侵入」を選んでいる。

ASEANの圧倒的多数の人々は，中国の強大な影響力の増大を認めると同時に，不信感と不安を

強めているのである（ASEAN Studies Center 2021: 42, 15）。

（３）バイデン政権下の米中対立とデカップリング

米商務省は2021年４月，中国スーバーコンピュータ開発企業，研究機関７社・団体をエンティ
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ティ・リストに載せて，事実上の禁輸措置をとった（USDOC 2021）。これらの企業・研究所は

人民解放軍のスパコンの製造に関わっているとされた。また，米国内の民間企業の中国製 IT製

品の利用が許可制となった。最大450万社が影響を受けると報道されている（日経，2021. 4. 16）。

同月，IT企業のインテルは，米政府の政策を受けて国内での半導体受託生産に乗り出し，「50

社を超える」企業の受託生産を行なうと発表している（日経，2021. 4. 23）。６月には，中国企業

59社に対する投資禁止の大統領令も出された。ファーウェイなど中国企業５社の通信機器の認

証も禁止された。対象企業は ZTE，監視カメラのハイクビジョン，浙江大華技術（ダーファー・

テクノロジー），無線機の海能通信（ハイテラ）である（CNN, 2021. 6. 4ほか）。

同年７月には米政府は新疆ウイグル自治区の人権侵害に関与する事業体として中国の14団体

のほかイラン軍とロシア軍を支援しているとみられる企業を含む34団体をエンティティ・リス

トに加え（Bloomberg, July 9, 2021），同時に産業界に対して，製品の生産のサプライチェーン

に制裁企業が含まれていないかどうかの注意を促す勧告をした（ditto, July 9, 2021; FT, Sep. 23, 

2021）。それらはトランプが１年前に実施した措置の更新である。USTRは，新疆ウイグルから

未撤退の企業への法律違反のリスクも警告している（日経夕 2021. 7. 30）。他方で，バイデン政

権は７月バイアメリカン法を強化し，政府調達品の条件を国産品60％以上，2029年からは75％

以上に高める発表をしている。

こうした措置に中国政府の対抗措置も加わって，８月のニューヨーク商品取引所（PCAOB）

への IPO（新規株式公開）申請は０となった。７月上旬には中国企業50社が，IPOの準備をし

ていた。それが０となったのは，これまで中国企業が米証券取引委員会（PCAOB）による監査

体制の審査を拒否できたからである。それが許されなくなった結果である。

バイデン政権はさらに，次世代通信 G６の特許では日本などと組んで中国に対抗しようとし

ている。2021年９月の Quad首脳会議は，４カ国による半導体供給網の構築を重点協力分野と

することでも合意した。10月には米政府主催で，約30カ国・地域によるサイバー攻撃対策のオ

ンライン閣僚級会議を開催した。この会議では「ファイルを暗号化してロック解除で身代金を

要求するランサムウェア」の攻撃への対応などが話し合われたが，中国とロシアは「悪意ある

活動に関与している」として排除されていた（日経，2021. 10. 14）。

中国政府はといえば，2021年に入って巨大インターネット企業への統制を強めた。６月には，

データ安全法（データセキュリティ法）（９月施行）を，８月には個人情報保護法（11月施行）

をそれぞれ成立させている。この統制にはさまざまな理由があろう。米中対立に伴って海外上

場企業からのデータの流出のほか，国家を超えるネット企業の権力集中の排除である。実際，

同年４月には，アリババ集団が独禁法違反で約182億元の罰金を科された。６月末にニューヨー

ク市場に上場した滴滴出行（ディディ）に対して，中国政府は国家安全法とインターネット安

全法による審査を開始し，同社への立ち入り調査を行った。しかも，中国政府のインターネッ

ト当局は100万人超の利用者を持つ企業の海外上場をすべて見直すと発表した。そのため，米国

市場で44億ドルもの株式調達を行った滴滴出行の株価は７月だけで180億ドル減少した（日経，
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2021. 9. 5）。

中国政府は，５月には政府調達輸入製品審査指導標準（2021年版）を地方政府に通達した。

医療機器を中心に，海洋，地球物理機器315品目を100％～25％のランクで中国企業の購入を指

示している（Reuters, Aug. 3, 2021; Nikkei, Aug. 12, 2021）。米国企業との取引を絶たれたファー

ウェイは，旧スマホモデルの国内調達が３割であった。それが新型スマホの部品構成では６割

が国内調達となった。

結局，米中の先端技術企業は，国家の安全保障上のリスクと技術覇権に関わって互いに自国

製品，あるいは同盟国間での取引を余儀なくされる。その点で興味深いのは，日本企業である。

日本企業5000社が，NTTデータや三菱商事ほか７社の運営するオンラインシステムを接続し，

日本，台湾，タイ，シンガポール，オーストラリア，ニュージーランド間の商品材料の調達デー

タを相互に閲覧して輸出入計画を策定できるようにする計画が，７月に報道された（日経，2021. 

7. 10）。米中間の対立は，先端技術分野を中心にデカップリング，すなわち大きく２つの陣営に

分かれつつあるようにみえる。

（４）グローバル・バリューチェーンの再編

過去半世紀，とりわけ今世紀に入って世界は中国に注目するようになった 。今世紀に入ると

米国企業は対中海外直接投資（FDI）を本格化させ，製造業を中心にアジア企業との間にグロー

バルなバリューチェーンを構築してきた。他方，中国は2010年代以降，対米 FDIを劇的に増や

し，米中相互に経済の依存関係を深めてきた。しかし，トランプ政権になって米中貿易戦争が

始まると，米国の関心は貿易赤字問題から中国の産業政策，先端技術の盗取，安全保障のリス

ク，覇権問題，人権問題などへと広がった。COVID-19はその対立と不信感をいっそう強め，サ

プライチェーンの切断の政策が求められることになった。

図２及び図３は，米中企業の2000年以降の相互の FDI額の推移を示している。米国企業の対

中 FDIは2009年と20年を除き比較的順調に推移してきた。2009年の落込みは世界金融危機の影

響である。20年の対中 FDIは前年の131億ドルから87億ドルに減り，2004年以来の最低を記録

した。他方，中国企業の対米 FDIは世界金融危機後の2010年から大きく伸び16年と17年に劇的

な増加を示した後，2018年以降一気に減少している。2020年の中国の対米 FDIは72億ドルで，

前年の63億ドルから15％弱増加している。なお，2020年の米国の対中 FDIはウォルマートと自

動車のフォード及びテラスによる投資，中国の対米 FDIはテンセントのユニバーサル・ミュー

ジックグループとハルピン製薬グループによる買収などがあった（Hanemann 2021: 15）。

ただし，米中の FDIには明らかな違いがある。米国の対中 FDIは新規投資が大半を占める

が，中国の FDIは主に企業買収である。ローディアム・グループの報告書は，米国の対中投資

は，最初は労働集約的製造業部門，2000年代から2010年代初めまでは食品，自動車のような中

国内消費指向部門にシフトし，過去５年ほどはますますハイテク・先端サービス部門に向って

いると解説している。対照的に中国企業の対米投資は，不動産とホスピタリティ，そして運輸
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とインフラの３部門である。半導体や航空，インフラなどの規制の対象とされる部門への投資

はほぼ消えている（Hanemann 2021: 15, 20）。こうした投資が2018年からの米中貿易戦争により

減少傾向にある。

貿易戦争開始から１年が過ぎた2019年７月，日系企業をはじめ在中国アジア企業の対応を調

べた日本経済新聞社の集計では，米中貿易摩擦で50社以上の在中企業が生産拠点を中国から本

国または第３国に移管していた。移管先はベトナム，タイ，日本，米国，インド，台湾，メキ

シコなどであった （日経，2019. 7. 18）。

COVID-19が米国企業に中國の供給網に，さらなる修正を迫った。スイスの金融機関 UBSが

2020年６月に発表したアジアにある製造業企業の財務担当者に行った COVID-19の影響調査に

よると，在中米国系企業の76％，日韓など北アジア企業の85％，中国企業の60％がサプライ

チェーンの一部を他国に移管している。移転先は，米国企業の82％が本国回帰，次いでカナダ

38％，日本29％，メキシコ23％である。日本，台湾，韓国企業はそれぞれ本国，次いでベトナ

ム，タイ，インドである。在中米国企業の場合，ヘルスケア企業，消費者食品企業などでは89％

図２．米国企業の投資形態別対中直接投資 2000-2020年，100万ドル

企業買収 新規投資

出所 : Hanemann et. al. （2021: 9）.
注 : Rhodium Groupによる集計

図３．中国の携帯別対米直接投資　2000-2020，100万ドル

企業買収

新規投資

出所：図２に同じ。
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が生産の一部を中国以外に移すと回答している（UBS 2020）。あるネットメディアの８月の

ニュースは，UBSのその後の調査結果を伝えている。それによれば，中国，北アジア（韓国，

日本），米国の企業へのアンケート結果は，生産能力の一部を中国から移転するとの回答が順に

60％，85％，76％であった（excite News, Aug. 11, 2020）。

JETROが2020年８～９月に日本企業に対して行った経営環境の変化による今後２～３年の

業績見通しのアンケート調査によると，今後の見通しは全体の４割強がよく分からないとしな

がらも，香港，中国では通商環境の悪化を懸念する回答が多く，ベトナム，バングラデシュ，

インド，台湾ではプラスの評価が多かった。中国からの主な生産移管先はベトナムやタイであ

り，また中国の次の成長を期待されるインドである（JETRO 2020）。

経済産業省が2020年９月に実施した日本企業への海外事業活動基本調査は，地域別の撤退件

数が載せられている。これによると，中国の撤退件数が他地域に比べて相対的に多く，比率も

高いが，現地法人の撤退数が米中貿易戦争によって特に増えてはいない。これは，日系企業が

とくに中国から撤退している訳ではないことを示している（経済産業省2020）。

米中対立と COVID-19が企業に迫る生産ネットワーク，サプライチェーンの再編は，企業の

移管で中国と母国あるいは第３国の二者択一を意味しない。“Chinaプラス１” あるいは “China

プラス” である。それは当然だろう。中国には既に大きく育った市場があり，そればかりか未

来の市場がそこにあるからである。生産拠点の中国への全面的依存から，リスク分散の再編が

なされているのである。同時に，ASEAN諸国やインドでの企業活動のさらなる広がりでみられ

る。

ただし，半導体などの先端的産業部門は技術の覇権に関わっており，米中対立の影響をいっ

そう強く受ける。半導体の受託で世界最大手の台湾の TSMC（台湾半導体電路製造）はトラン

プ政権によってファーウェイとの取引を禁止され，2020年５月には，アリゾナ州での半導体工

場の建設計画を発表した。同年９月に同社はファーウェイとの取引を全面停止している（日経

XTECH, 2020. 5. 18; 東洋経済 Online, 2020. 7. 22）。

COVID-19危機は先進経済そして社会のデジタル化を加速させ，インフラ整備でも先端技術製

品の需要を増加させた。そこに米中対立による規制が加わって，2020年後半になると半導体の

供給不足現象が生まれた。こうして21年に入ると相次いで世界の半導体企業の設備投資計画が

発表されるようになった。主要国の政府は，地政学的判断から先端技術製品の生産の国内回帰

を狙う補助金政策を打ち出し，ICT企業の本国投資計画を促している。

表１は2011年に発表された半導体企業の主な投資計画である。アップル（米国），SMTC（中

国），インテル（米国），TSMC（台湾），サムソン（韓国）などの世界的企業の投資計画は自国

および主要市場での生産に向けられている。それは米国やヨーロッパの西側先進経済と中国経

済との供給網の分離を促す。

中国は今世紀に入って，とりわけ「強国」建設に向けて科学技術力の強化と産業構造の高度

化で目覚ましい成果を上げてきた。ファーウェイは５G技術特許や市場占有率で既に米国企業
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の先にいる。デジタルサービス分野では，米企業など先進国企業を規制した中国の国内市場に

おいて誕生したインターネット企業が，世界市場で急速にシェアを伸ばしてきた。科学技術力

でも確実に格差を縮めつつある。米国科学委員会（NSB）の報告書によると，高度 R&D集約

産業の付加価値産出高では中国と米国の世界に占めるシェアは2003年の６％対38％から2018年

の21％対32％で急速に近づいているもののまだ差がある。しかし，中位 R&D集約産業の付加

価値では同期間に19％対25％から26％対22％に，既に中国が米国を追い越している。2018年の

S&E論文数では，同じ期間に中国と米国の割合は５％対28％から21％対17％に逆転している

（NSF 2020）。

COVID-19を抑え込んだ2020年５月，中国共産党は中央政治局常務委員会で「双循環」論を提

起した。COVID-19ショックで縮小した国内外経済に対処するため，内需拡大を基本としつつ国

際的な経済循環も推進する政策である。同年10月の共産党第19期中央委員会第５全体会議（五

中全会）は，2035年までに経済力，科学技術力，国力を飛躍的に高め，都市・農村の所得を増

加させ，イノベーションと産業の高度化を実現すると決議した。国防と軍事でも現代化で「重

大な一歩を踏み出す」とした（人民網日本語版，2020. 10. 30）。

中国共産党100周年に当たる2021年３月の第13期全国人民代表大会（全人代）は，2021年度の

実質経済成長率を６％以上に設定し，第14次５カ年計画（2021～25年）と35年までの長期目標

綱要を採択した。イノベーション主導の発展戦略，グリーンの発展，民生福祉が謳われている

（JETROビジネス短信，2021. 3. 9）。国内循環を基本としながら，BRI参加国のインフラ建設と

表1．2021年に発表された主な半導体関連企業の投資計画

企業名 投資先 公表月 内容

Apple ドイツ ３月
ミュンヘンの拠点に今後３年間で10億ユール超を投じ，シリコンデザインセン
ター設置。欧州最大の無線用半導体とソフトウェアの開発拠点として2022年か
ら稼働予定。他の工場同様にエネルギーは100％再生可能エネルギーの計画

SMIC 中国 ３月 
９月

深圳市政府系国有企業の深圳重投集団と提携。23億5000万ドルを投資し集積回
路の生産や技術サービスの提供を行う。毎月４万の12インチウエハーの生産を
見込む。生産開始は2022年，上海市政府と合弁で上海に半導体工場建設，投資
額88億7000万ドル。回路28ナノメートル以上の製品。開始時期は未定

Intel 米国 ３月 
７月

投資額200億ドルでアリゾナに２工場を新設。加えて，半導体の需要増加に対
応して，米国と欧州をベースとした半導体のファウンドリー事業，２ナノ半導
体の受託生産を発表

TSMC
台湾 
米国 
日本

４月 
10月

2021年の設備投資額は今後の調整余地があるが，約300億ドルの見通し（米アリ
ゾナ州の設備拡張を含む）。また，需要拡大に対応するため，今後３年間で設
備投資と研究開発に1000億ドルの投資計画。日本の九州熊本にソニーと共同で
8000億円（$70billion）工場建設。2024年までに操業開始

サムソン 韓国 
米国 ５月

2030年までのシステムLSIとファウンドリー向け投資を171兆ウォン（約1500億
ドル）増加し，最先端の半導体加工技術と新規生産工場の建設を加速させる。
加えて，ビョンテク市に新規製造ラインを建設，2022年下半期から稼働の予定 
米国に170億ドル規模のファウンドリー工場建設発表

ポッシュ ドイツ ６月 半導体の自社生産能力を強化するため，10億ユーロ（約12億ドル）を投じ，ド
レスデンに AIと IoTを組み合わせた半導体製造工場を開所

　　　出所： 柏瀬（2021）を基に Korea Economic Daily （2021. 5. 24），ロイター（2021. 9. 3），日経（2021. 9. 4）な
どから作成。
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投融資を結び付けて BRI参加国との関係を強化し，BRI経済圏を形成することが中国の基本国

際戦略となる。また，同年11月の中国共産党第19期中央委員会第６回全体会議（６中全会）は，

習近平国家主席を毛沢東と鄧小平に並ぶ指導者として彼に権威を与え，権力の一層の集中が正

当化されている。米中間の歩み寄りは見られない。

トランプ大統領が始めたデカップリング政策は，バイデン政権になってもそのまま引き継が

れ，さらに強化されている。それは米中２国間の対立から中国と米国，EU，日本などの先進経

済との地政学的な対立と国際分業の再編の傾向を強めているのである。

４．「インド太平洋」の地政学

今世紀に入って新たな成長地域として一気に注目を集めるようになったのが，中国やインド

の人口大国であった。こうしてアジアの成長は，20世紀の最後の４半期に注目されたアジアNIE

から人口大国へ関心が移るようになる。とりわけ中国の大国化と対外政策の「一帯一路」構想

（BRI）がインド太平洋地域への地政学的な関心を決定的に高めた。BRIは2013年に習近平国家

主席が打ち出した，主に中国とヨーロッパ・アフリカを陸と海で結びつけるインフラ建設プロ

ジェクトである。中国人民網によると，2021年６月現在，140ヶ国，32の国際組織と計206件の

BRI建設プロジェクトの協力文書を調印している（人民網，2021. 9. 10）。それは政治と経済のフ

ロンティアの「アジア太平洋」から「インド太平洋」への移行である（図４）。以下では，イン

ド太平洋概念の地政学的意義とその課題について考えよう。

「インド太平洋」概念は，これまでなかったわけではない。例えば，今世紀に入っては2013年

にオバマ政権下の国務長官ジョン・ケリーが，US・インド戦略ダイアローグで「インド太平洋

経済回廊」を発表している （Wallar 2015; Sundararaman 2017）。だが，今回の「インド太平洋」

概念の成立では，日本の安倍晋三首相（当時）が2016年８月にアフリカのナイロビで開かれた

図４．アジア太平洋からインド太平洋への地政学的関心の移動

　 出所：平川（2018b）。ただし，修正している。
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第４回アフリカ開発会議（TICAD Ⅳ）で唱えた「自由で開かれたインド太平洋」（FOIP）が起

源にあげられる。彼は，今世紀に入って中国が東シナ海と南シナ海への海洋進出を強力に推し

進めているとの認識の下，FOIPを日本の対外政策の軸に据えた。2017年以降の外交青書やODA

白書は FOIP戦略を主要な対外政策に位置づけている（外務省2017a: 26; 外務省2017b: 2-3）。そ

して，BRIとの競合地域に日本の ODAが集中的に供与されるようになった（平川2019）。

なお FOIP構想は，2016年11月に来日したインドのモディ首相との間で認識の一致をみてい

た。モディ首相は日本と連携した構想として「アジア -アフリカ成長回廊（AAGC）」を17年５

月のアフリカ開発銀行の年次総会で発表している（MEA India 2016; AfDB 2017; Modi 2017）。

FOIPは2017年11月，安倍・トランプ日米首脳会談で共通の外交政策として合意され，トラ

ンプ大統領は同月，ベトナムで開催された APEC-CEOサミットで，この用語を用いて演説して

いる。米国は翌年５月末，ハワイの「米太平洋軍」を「インド太平洋軍」（“Indo Pacific Command”）

に名称変更した。2018年に入ると，インド，オーストラリア，インドネシアなども「インド太

平洋」の名称を使うようになった（平川 2018a）。

2019年６月には ASEAN首脳会議が「インド太平洋に関わる ASEAN展望」を採択し，アジ

ア太平洋を「対立でなく対話と協力」の地域とする基本方針を掲げた（ASEAN Secretariat 2019; 

石川 2019）。2021年６月の G７首脳会議が「共通の価値観」を持つ G７各国によるインフラ整

備構想について合意している。もちろんそれは BRIへの対抗が念頭にある。EU議会も2021年

７月に中国の BRIに対抗したインフラ投資計画「A Globally Connected Europe」の立ち上げを

決定した（ロイター，2021. 7. 12；日経，2021. 7. 13）。EU議会は９月には「インド太平洋にお

ける協力のための EU 戦略」を採択し，強大化する中国を念頭に経済と政治の両面でインド太

平洋に関わる基本姿勢を定めた（European Commission 2021）。

バイデン大統領が主導した2021年３月の「Quad」の４首脳は「自由で開かれたインド太平

洋」の共通ビジョンを発表している。同年９月のホワイトハウスでの Quad首脳会議は共同声

明で，インド太平洋の「国際法に基づく自由で開かれたルールに基づく秩序」を確認した

（Reuters, Sep. 25, 2021）。会議では，「共通のビジョンをもつ民主主義のパートナー国」の

COVID-19対策として，COVAXへの提供を含んで12億回分以上のワクチンの提供，デジタルの

連結性，気候変動，半導体サプライチェーンの構築などで協力を約束している（Quad Leadersʼ 

Summit, Fact Sheet, Sep. 24, 2021）。同じ９月には豪米英３カ国が安全保障の協力枠組みである

Aukusを発足させた。３カ国首脳は共同声明で，原子力潜水艦の建造技術のオーストラリアへ

の供与を発表する。インド太平洋で軍事力を増す中国への対抗が目的である 。

ところで，インドは歴史的に非同盟中立主義の外交政策を採ってきた。Quadでもその伝統

は否定されてはいない。しかし，2020年６月に印中国境地帯で両軍が衝突し45年振りに死者が

出ると，インドの対中感情は大きく悪化した。インドは，中国のいわゆる「真珠の首飾り」と

して知られるインド包囲網政策に神経を尖らせ，加えてハイテク製品を含む中国製品のインド

市場への洪水に悩まされている。その国民的なストレスが不買運動や中国製スマートフォンの
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アプリの使用禁止につながっている。Quadへの参加は，インドのバランス外交であり，米国

の思惑とはずれがある。また，Aukusでの原子力潜水艦建造問題は，とりわけフランスに不信

感をもたらしている。

他方，中国は BRI戦略に加えて，ユーラシアに新たな連携関係を構築している。そのひとつ

は上海協力機構（SCO）である。SCOは，ソビエト連邦崩壊後の1994年に中国が中心となって

カザフスタン，キルギスタン，ロシア，タジキスタンで発足した上海５（ファイブ）が，2001

年にウズベキスタンを加えて誕生した国際協力組織である。その SCOがユーラシア経済連合

（EEU）との連携を強めている。EEUは，ロシアがベラルーシ，カザフスタン，アルメニアな

どとともに2015年に発足させた組織である。2015年には，ロシアのウファ（Ufa）で第15回 SCO

サミットと第７回 BRICSサミットが合同で開催され，非西側諸国の首脳がロシアに集まった。

この時，BRIを通じた中国の建設的役割が合意されている。ウファ SCO首脳会議はまた，パキ

スタンとインドの SCOへの同時加盟を承認した。

2021年９月にタジキスタンのドゥシャンベで開催された第21回 SCO首脳会議では，2005年以

来オブザーバー参加であったイランの SCOへの正式加盟が認められた。イランは核開発問題で

米国から経済制裁を受けている。SCOへのイランの加盟は，同国の政治的立場を強化する。同

時にそれは，中国とロシアが対米，対西側関係で自国陣営を広げ，強化したことを意味する。

BRIにとってもプラスに働く。

米国と中国の２つの大国を軸として，｢新冷戦 ｣の対立構造が生まれているといわねばなら

ないだろう。こうしてインド太平洋地域は地政学上の戦略地域として，ますますその重要性を

増している。ただし，そのことは経済面に焦点を合わせれば，アジア・アフリカの発展途上地

域に，インフラ建設を巡る競合関係を生み出すことになる。そこに経済発展の可能性が開かれ

つつある。

むすび

第45代大統領，ドナルド・トランプの「米国第１」は，彼のディールを通じて中国との関係

を粗暴な脅しと仕返し，制裁と報復の連鎖に陥れた。しかも，トランプは，米国の中国との対

立点を貿易赤字から先端技術の盗取，安全保障上のリスク，人権，体制・イデオロギー問題な

どに広げた。彼の単独主義に基づく対中貿易戦争は2020年１月に「第１段階の合意」に至った

が，続いて起った COVID-19パンデミックは対立をいっそう際立たせることとなった。

COVID-19はその抑え込みに成功した中国と失敗する米国の好対照の国際関係を生み出すこと

で，習近平体制に自信をもたらし，米国のデカップリング政策と苛立つ中国の「戦狼外交」の

関係に行き着いた。

バイデン大統領の誕生によって米国の外交は，単独主義から国際協調主義へ回帰した。バイ

デンはトランプによって作り上げられた米中対立の構図を維持しつつ，EUや日本，オースト
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ラリアなどと連携した西側諸国と中国との対立関係に変えた。中国は国内を基盤とする産業政

策を通じて技術開発と経済発展を実現し，対外的にはロシアなどとの協力関係を強化しつつ，

BRI政策を通じた独自の経済圏の形成に動いている。両者の関係は「新冷戦」の様相を帯びる

までに対立を深めている。こうして，対立は国際政治の舞台はもちろん，南シナ海や東シナ海，

インド洋などの地域においてさまざまな形の緊張と弛緩を繰返しながら，当分は続くことにな

るだろう。

ただし，この構図は，アジアにリスクとともに新たな可能性をもたらしている。両陣営は相

互に理性的な，信頼の醸成に向けた努力が求められるが，経済面では，BRI沿線地域を中心に

インフラ建設で両陣営の競い合う構造が生まれている。それが ASEANの発展を含んでアフロ・

ユーラシア経済圏の誕生に道を開いている。経済，貿易などの重心は今後，アジア太平洋から

インド太平洋，アフロ・ユーラシアにゆっくりだが動いていく可能性がある。
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